

































































































































































範 囲 除 外 の 時 点 は， 再 生 手 続 の 時 点 で は な く，
bankruptcy の時点である点である。米国倒産法第11
条では，原則として管財人は選任されず債務者が財産
を管理しながら事業を行う点で，日本の破産法とは異
なり，日本の民事再生法や会社更生法第67条第３項の
適用に近似していると考えられる。第３章では，当該
問題に関し検討を加えている。
　日本における個別論点として，連結範囲規制が問題
になるのは，幾つか想定されるが，本論文では，社
団・財団の問題と信託の問題を取り上げている。
　連結範囲規制を受けるためには，「営利を目的」と
した事業を行っていることも要件とされている。従前
の民法においては法人の設立（主務官庁の許可）と公
益性の判断（主務官庁の自由裁量）が一体的であり，
その利用には不便さを伴っていた。そこで，「一般社
団法人・一般財団法人法」が会社法を真似て制定さ
れ，法人の設立（準則主義）および公益性の認定（認
定法）は別々のものとなり設立は容易となった。しか
し，一般社団法人・一般財団法人は「非営利法人」と
されるため，会計上，監査上，連結範囲規制に関する
議論はほとんど深まっていない。非営利法人と株式会
社等の営利法人との違いは，剰余金を出資者に分配が
できるか否かの違いのみであり，社団法人・財団法人
は，営利を営む株式会社たる子会社を有することもで
きるし，非営利法人と営利法人の間に事業制限の有無
や機関設計に違いはない。とすれば，当然ながら，連
結範囲規制を及ぼすべきものとなる。なお，財団の場
合，企業からの拠出金は「出資」ではなく「寄付金」
として会計処理されるため，拠出金が海外軽課税国
（タックス・ヘイブン国）に流れ，当該地に当該企業
が特別目的会社を設立し，不良債権や含み損を有する
金融商品を飛ばすこともあり得る。現状の会計・監査
法規では，その特別目的会社を子会社とすることが難
しい（寄付金処理により出資の分断が生じているた
め）。これは，慈善信託等を通じて出資の分断を行う
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動法人（NPO 法人）等と連結範囲規制の問題など取
り上げるべき残された課題もあることは認識している
が，一旦，区切りをつけている。なぜならば，連結範
囲規制の先行研究がまだほとんどなされておらず，ま
ず，その重要性に関し，論文読者の理解を得ることが
肝要であると考えたためである。
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